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カテゴリー：県政一般 

 

本庄市長選挙における選挙の効力及び当選の効力に

関する審査の申立てに対する裁決について 
 

令和４年３月２９日付けで提起された同年１月３０日執行の本庄市長選挙（以下

「本件選挙」という。）における選挙の効力及び当選の効力に関する審査の申立て（以

下「申立て」という。）に対し、県選挙管理委員会は５月２５日に申立てを棄却する

裁決を行い、本日、申立人に裁決書を交付したのでお知らせします。 

記 

１ 申立人 

福島 浩一朗 

２ 主文 

本件審査の申立てを棄却する。 

３ 申立ての趣旨 

本件選挙における選挙の効力及び当選の効力に関する異議の申出に対する本庄

市選挙管理委員会（以下「市委員会」という。）の令和４年３月１４日付けの決定

を取り消すとの裁決を求める。 

４ 申立ての理由 

  市委員会の決定書主文の棄却の理由全てが到底納得出来る内容ではない。特に

引用判例がＳＮＳのない時代のものであり、現代に於いては現行法で明らかな公

職選挙法違反なのであり正しい審査を求める。 

５ 裁決の理由 

 選挙の効力に関する争訟において、選挙が無効とされるのは、その選挙が選挙

の規定に違反して行われ、選挙の結果に異動を及ぼすおそれがある場合に限られ
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るが、本件選挙においては、そのような事実は認められない。 

 また、当選の効力に関する争訟は、当選人の決定手続等が違法であることを主

張して争う争訟であり、広く選挙の法規の違反、殊に当選人などの罰則規定違反

を理由として当選の無効を主張する場合を含まないと解されている。 

 このため、申立人の主張はいずれも理由がなく、その主張は認められない。 

６ その他 

当委員会の裁決に不服のある者は、裁決書の交付を受けた日又は裁決書の要旨

の告示の日から３０日以内に、当委員会を被告として高等裁判所に訴訟を提起す

ることができる。（公職選挙法第２０３条第１項、第２０７条第１項） 

 

詳細は裁決書のとおりです。 


